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１．目的
　　　年末年始に、住民参加によって行われるふれあい事業に対し、58,000円を上限とする歳末たすけあい募金を配分し、これを支援することを目的とする。

２．財源
　　　財源は、歳末たすけあい募金配分金とする。

３．実施期間
　　　実施期間は、令和８年１１月１日から令和９年１月１７日までとする。ただし、募集・申請等にかかる期日はこれに含まない。

４．対象団体等及び対象事業
　（１）対象団体等は、次に該当する団体等とする。
　　　　①関市内にある社会福祉施設及び事業所
　　　　②関市にある福祉関係団体
　　　　③関市社会福祉協議会（以下「本会」という。）が指定したふくし共育推進校
　　　　④関市内で活動するボランティア団体及び市民活動団体
　　　　⑤その他、本会が認めた団体等
　（２）対象事業は、①から③までを満たす④に掲げる事業とする。
　　　　①令和８年１１月１日から令和９年１月１７日までに行われる事業
　　　　②歳末たすけあい募金の配分を受けることがふさわしい事業
　　　　③原則、多様な広報手段を活用し、広く地域住民の参加を得る事業
　　　　④【生活支援事業】
　　　　　　・在宅の高齢者世帯もしくは障がい者世帯等の家屋内の大掃除、ふすま・障子の張り替え、雪かき等の生活支援事業
【ふくし共育推進事業】
　　　　　　・ふくし共育を目的とした、地域福祉活動の体験事業
　　　　　【交流事業】
　　　　　　・子育て支援もしくは子ども健全育成を目的に行う、クリスマス会や餅つき大会など交流事業
　　　　　　・障がい児者もしくは高齢者等の団体・施設・事業所等が、地域住民との交流を目的に行う、クリスマス会や餅つき大会などの交流事業
　　　　　　・地域住民の交流を目的に行う、交流事業
　　　　　【その他】
　　　　　　・本会が認めた事業
　　　　
５．募集および申請　
　　　募集は、令和８年９月１日に発行する「社協だより」やHP、SNSにて行う。
申請は、歳末ふれあい事業配分申請書（様式１）および事業計画書（様式２）に必要書類を添付し、令和８年９月１日から９月３０日までの間に本会事務局へ提出し申請するものとする。なお、一対象団体が申請できるのは、一事業とする。

６．配分の条件
　（１）事業実施に要する経費額の１割以上を自己資金（参加費を含む）により負担すること。ただし、経費の額が１万円以下の場合は、負担を必要としない。
　（２）備品費については上限を２万円とし、それを超える場合は自己資金にて負担する
こと。なお、備品購入にあたっては見積書を添付すること。
　（３）事業の実施にあたり、当該事業が歳末たすけあい配分事業であることを明示すること。
　（４）その他、本会において付加された条件を遵守すること。

７．配分事業および配分金額の決定
　　　配分事業は、本会で決定する。また配分金額は、事業実施に要する経費の一部とし、本会で定めた基準額および歳末たすけあい募金の実績額をもとに決定した額とする。対象経費については別表に定めるとおりとする。
　　但し、申請団体が多数で総申請額が、今年度岐阜県共同募金に提出した申請額
（内696,000円）を上回る場合は、均一で減額する。

８．事業実施報告
　　　事業を実施した場合は、１週間以内に、歳末ふれあい事業配分実績報告書（様式４）および事業実施報告書（様式５）に必要書類を添付し提出することとする。
　　ただし、報告期限は令和９年１月２２日とする。

９．事業計画変更及び中止
申請した事業の計画を変更する場合は、事前に歳末ふれあい事業計画変更申請書（様式６）を提出し承認を得なければならない。また、やむを得ず事業の実施を中止する場合は、歳末ふれあい事業申請事業中止届（様式７）を提出しなければならない。

10．余剰金の返還
　　　事業実施にあたっては自己資金を優先的に使うこととし、配分金について余剰金が発生した場合は、すみやかに歳末ふれあい事業精算書（様式８）および精算報告書（様式９）を提出することとする。なお、本会がその返還を求めた場合は、本会事務局の指示に従って余剰金を返還しなければならない。






（別　表）
「歳末ふれあい事業」　　対象経費の基準

	科目
	対象経費
	基準額（上限補助額）
	備考

	消耗品
	記念品・ゲーム景品
プレゼント
	上限　1人500円
	

	
	消耗品
	
	

	
	事務用品
	上限　総事業費の1/5
	

	飲食費
	飲食代・食材料費
	上限　1人500円
	酒類は含まない

	印刷製本費
	チラシの印刷代
	
	業者に依頼する場合は申請時に見積書を添付する

	通信運搬費
	郵便・切手・宅配
	
	

	賃借料
	会場使用料・冷暖房料
	
	

	旅費交通費
	事業に伴うガソリン代
	上限　1件 3,000円
	

	
	公共交通機関料金
講師交通費
	上限　10,000円
	

	謝金
	講師謝金
	大学等講師
5,000円～15,000円
その他の謝金
　　3,500円～5,000円
	

	備品費
	
	上限　20,000円

	・申請時に見積書等、購入予定の商品の情報がわかるものを添付すること。
・20,000円を超える額は自己資金を充てること。



注意事項
1． 実費精算
2． 自己資金は総事業費の１割以上の額とする。ただし、総事業費が1万円以下の場合はこの要件を満たさなくてもよい。また、参加者数の減少により（参加費＋自己財源）が総事業費の１割を満たさなくなった場合は、これを認める。
3． 移動手段は、公共交通機関やスクールバス、貸出車両を優先的に利用。
4． NHK歳末配分対象事業は本事業の対象外とする。
5． 科目間の流用は認めるが、予算とのかけ離れた支出になる場合は、事前に計画変更申請が必要
